
週休３日制？ コロナ後の一週間の働き方の案を考えてみる

新型コロナウイルスの収束がいまだ見えない中、政府は緊急事態宣言の延長を連休中に発表した。企業
にはテレワーク（在宅勤務）や時差勤務の継続を要請した。

「週休3日」制の足音

緊急事態宣言以降、「一つの会社に、週休2日で、通勤を伴うサラリーマン」という就労スタイルが激
変した。コロナ以前に、働き方改革やDX（デジタルトランスフォーメーション）によって少しずつ変
化していたが、今回、5年から10年前倒しで時代が早まった感がある。

新型コロナウイルスは、未知の領域が多く、専門家や研究機関でも完全な終息までにどれくらいを要す
るかついて意見が多様であるが、長丁場の闘いを覚悟する必要がありそうだ。

上場企業でも早速、感染防止と経済活動との両立を図る動きが出ている。東芝は5月7日に「週休3日制
やコア無しフレックスタイム制等、接触機会を削減する施策の導入を検討・実施」を発表した。営業や
事務系の職場などは在宅勤務や時差出勤を活用する一方で、工場では在宅勤務は難しいため、1人あた
りの休日を増やして出勤者を減らし、工場での感染リスクを抑える。労使協議のうえで実施に移す。

中小のものづくり企業が、感染防止を図りつつ生産活動をどう進めるか悩んでいる中で、大手がモデル
を示すことは非常に重要だ。業界環境や財務基盤など、個々に事情は違うため全てが当てはまるわけで
はないが、経営者と従業員には光が見える動きといえよう。

報道によれば、経団連は近く発表する感染予防対策ガイドラインで従業員の通勤リスク対策や職場環境
など具体策を盛り込む。製造拠点での週休3日制度導入も呼びかけるという。

コロナを引き金に働き方の意識が変化

まさか1年前の平成から令和へ時代が変わった時期に、このような急激な変化が今後起こるとは誰も予
想しなかっただろう。たとえコロナが発生せず、東京五輪が予定通り行われていたとしても、「都心混
雑解消のためのテレワークや時差通勤」がここまで浸透することはなかったに違いない。この半ば強制
的な変化に対して、働き手はどのような意識を今持っているのだろうか。

ビッグローブはコロナの影響で在宅勤務を行っている男女を対象とした意識調査の最新版を5月7日に発
表したが、「今回を機に今後日本企業に在宅勤務等のリモートワークが定着すると思うか」の問いに、
8割強が「定着する可能性がある」と答えた。「今後もリモートワークをしたいか」の問いは「平常時
に戻ってもしたい」が約5割、「非常時にはしたい」が約4割との結果が出た。

同様の調査は様々な団体が実施しているが、リモートワークに好意的な意見が総じて多い。もちろん、
「仕事に手を抜く人が増える」「情報漏洩が増える」といったネガティブな意見もあるが、今起きてい
るこの流れはどうも元には戻らないのではないかと感じる。

東日本大震災は働くことの意識を変える契機になったとされる。企業本位の働き方から、自分や家族の



幸せや地域を守るために、NPOや地場産業、フリーランス、副業に移行する人が増えた。企業側も、S
DGsの取り組みに代表されるように、持続可能性の模索へと意識の切り替えが始まってきていた。

東京五輪を機にこの流れは加速すると思ったら、このコロナ危機が来たのである。

この危機を契機に、経団連は週休3日を提示するというが、残りの4日をどう社会として労働の場とする
か。もちろん、コロナの落ち着きを勘案した上であるが、一つの案として「会社への出社2日、在宅勤
務1日、複業及び社会的活動1日」はどうだろうか。

メーンの会社とは別に働く1日を設ける

社内で行っていた業務全てが在宅で完結することは、現在の日本の慣習や制度（例えば決裁や印鑑文化
、労務管理など）の面で、すぐには難しいと思われるため、週2日は出社し、週1日は在宅勤務にする。

そして、残りの1日がポイントで、メーンの会社とは別の企業や団体で、あるいは個人で働く日を設け
る案である。その活動は、趣味の領域であったり極めたい分野であったり基本自由である。

具体的には、①農業・介護などで人手不足が深刻な地域での高齢者支援②長時間労働が問題となってい
る学校教育の補佐③後継者難の地元商店街や町工場への販路拡大やIT支援④担い手が不足している町村
議員活動ーなどが想定される。もちろん利益相反や情報管理など克服すべき問題はあるが、地域の課題
解決のために週に1日を“複業”として貢献することは社会のために相当有益だと考える。

「東京集中・会社中心・地方の過疎」を転換

そこで得たスキルや考え方は、メーンの企業でのイノベーションに必ずつながるはずだ。すでに公務員
の一部副業解禁や、民間企業でも副業の活用がなされているが、「週1日の複業及び社会的活動日」を
国や業界が率先して制度として推奨すれば、現在の「東京一極集中、会社中心、地方の過疎化、少子高
齢化」とは別の世界がコロナ危機以後見えてくるのではないだろうか。

各分野で自粛の是非やコロナ後を見据えた議論が活発になされているが、全てが片方に振れて一色に染
まるような論議や同調圧力はやめたほうが良いと思う。感染収束と経済の両立を図る上で、「出来るこ
とと出来ないこと」を一つ一つ検証し、従来の常識もゼロベースで見直しながらより良い方向に進むこ
とが重要である。その中で、上記のような案も含めて「働き方」についても検討されることを切に望ん
でいる。
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